
I. Society 5.0 とは

「第 4 次産業革命」により社会・経済の構造が大き

く変化する大変革時代が全世界で到来している。第 4

次産業革命とは，蒸気機関（第1次），電力（第2次），

コンピュータ（第 3 次）に続く，IoT（Internet of

Things，モノのインターネット）やAI（人工知能）等

による技術革新である1)。

わが国では，目指すべき未来社会の姿として

「Society 5.0」と名付けた超スマート社会を提唱して

いる。Society 5.0 は，IoT や AI により，少子高齢

化，地方の過疎化，貧富の格差等の課題を克服し，個

人が活
い

き活きと暮らせて人々に豊かさをもたらす社会

の実現を目指し，「第5期科学技術基本計画」（2016 年

1 月閣議決定）で初めて示された。

II. 農業農村整備における ICTの活用

農業農村整備では，2017 年 4 月に「農業農村整備に

関する技術開発計画」を策定し，ICT（Information

and Communication Technology：情報通信技術）を

最大限に活用して技術開発を推進していくこととして

いる。また，「未来投資戦略 2018」や「経済財政運営

と改革の基本方針2018」といった政府方針において，

農業競争力の強化や国土強
きょう

靭
じん

化を図る観点から，農

業農村整備に係る新技術の活用を進めることとしてい

る。このような中，現在，具体的には以下3点の取組

みが進められている。

① スマート農業の実現等による競争力強化

・ 自動走行農機等の先進的な省力化技術の導入に

対応した農地整備

・ ICT を活用した新たな水管理システムの構築

に向けた取組み（農家の用水需要を把握しつつ，

水源から圃場まで効率的・的確に用水配分するた

めの水管理システムの構築を推進）

・ 2019年 4 月から本格稼働したWAGRI（農業

データ連携基盤）との連携の推進

② インフラ管理の高度化等

・ 農業水利ストックデータベースおよびGIS（地

理情報システム）の活用

・ インフラメンテナンスにおける新技術（ドロー

ン等）の開発・普及

・ ｢ため池防災支援システム」の開発・実用化

・ ICTを活用した情報化施工の推進

また，中山間地域等では，生活面を含めた定住条件

が不十分なため，若い農業者が住み続けられず，主産

業である農業が継続できなくなる恐れがあり，この課

題に対応する必要がある。

③ 農村での生活面に正面から着目した農村政策の新

しい展開

・ ICT を最大限活用した定住条件強化のための

総合的な活動計画（モデル構想）の策定・試行を

2019年度から新たに支援

III. 農村における Society 5.0 の実現に向け

た取組み

農村においてスマート農業をはじめSociety 5.0 を

実現していく上で，ICT活用の基盤となる情報通信イ

ンフラが不可欠と考えている。しかし，情報通信イン

フラは，基本的には民間事業者によって人口の多い地

域から整備され，農村地域（農地，農村空間）での整

備はおくれていると言われている。たとえば，北海道

農業 ICT/IoT 懇談会によると，道内の光ファイバ

（FTTH（Fiber To The Home））整備率は，世帯数

ベースでみると 98％程度であるが，道内全農地に対

する整備率は計算上 50％程度とある2)。

そのような中，政府の未来投資会議構造改革徹底推

進会合「地域経済・インフラ」会合（2019年2月)3)に

おいて，スマート農業の社会実装に向けた取組み行程

が示された。農林水産省では，スマート農業の社会実

装に向けた環境整備の一環として，総務省が進める光

ファイバの整備と連携しながら無線局等を整備するこ

とで，農村部における光ファイバと無線を組み合わせ
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た，スマート農業に適した情報ネットワーク環境（図

-1）が構築できるよう，今後 3 年程度かけて検討する

こととしている。

IV. 農村での利用が期待される無線

無線は電波到達距離と通信速度がトレードオフの関

係にある。農村での利用が期待される代表的な無線で

ある LPWA，BWA，5G（第 5 世代移動通信システ

ム）の電波到達距離と通信速度の関係を図-2に示し，

それぞれの無線の特徴を述べる。

1. LPWA（Low Power Wide Area）

LPWA は気温や，水路・水田の水位等のデータを

インターネットにつなげる，農地での IoTを実現する

ために適している無線である。従来よりも低消費電

力，広いカバーエリア，低コストを可能とする無線で，

免許不要の周波数帯 920MHz を使用するシステム

と，免許が必要な携帯電話用無線の周波数帯を使用す

るシステムとがある4)。

2. BWA（Broadband Wireless Access）

BWAは農地や水路を映像で監視したい場合に，容

量の大きなデータの送受信に適している無線である。

1 つの基地局で半径 2〜3 km の範囲をカバーでき

る5)。BWA には，市町村の区域で電気通信事業者が

無線サービスを提供する地域BWAと，自己の建物内

や敷地内で自らが利用できる自営 BWAがあり，とも

に免許が必要な周波数帯 2.5 GHzを使用する6)。

3. 5G（第5世代移動通信システム）

これまでの無線と比べ，超高速，超低遅延，多数同

時接続といった性能を持つ 5Gは，通信の低遅延性が

求められる農業機械の無人走行の遠隔監視や，高画質

な映像とAI を組み合わせた作物の生育診断などの利

用が考えられる。5Gは，携帯電話事業者に割り当て

られるもの（周波数帯：3.7 GHz，4.5 GHz，28 GHz）

と，地域の個別ニーズに応じて企業や自治体等が自ら

システムを構築するローカル 5G（4.5 GHz，28 GHz）

とがある7)。ローカル 5Gの4.5 GHz 帯と，28 GHz 帯

の一部周波数帯については，2020 年度に総務省が開

発実証を行う。導入に当たっては，利用シーンや電波

の伝搬特性（到達距離，雨・霧等による減衰の影響な

ど）を検討する必要がある。

図-2 LPWA等の電波到達距離と通信速度の関係（概念図）

V. 農業農村における ICTの活用事例

筆者らが事例調査等を行った農業農村において，す

でに ICT を活用している自治体の取組み概要を紹介

する。

1. 北海道岩見沢市

1997 年から光ファイバの整備を開始し，これまで

に市内の全小中学校，市立高校を対象とした遠隔学習

や学校間交流，電子タグ（920MHz帯を使用）を利用

した児童の登下校情報の配信（児童利用率 94％），市

内 13カ所に設置した気象観測装置で得られたデータ

をもとにした 50mメッシュ単位での気象情報の配信

等を行っている。

最近では，農業就業者の高齢化や，農業就業者の減

少等による戸当たり面積の拡大（現在，約 20 ha/戸程

度）などの地域の主産業である農業の課題解決を図る

観点から，遠隔監視による農業機械の無人走行や，映

像による作物の生育状況等の把握といったスマート農

業を行うために，2019年に地域BWA の導入や，大

学，電気通信事業者と連携した 5Gの実証等を行って

いる（図-3，写真-1）。
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図-1 情報ネットワーク環境（イメージ）



2. 長野県塩尻市

2000 年から市内に光ファイバの整備を開始し，

2008 年ごろから段階的に市内全域に構築した

429MHz 帯の無線網を使って，鳥獣害対策，振動セン

サを利用した橋
きょう

梁
りょう

の劣化状況把握（写真-2），児童

や高齢者の見守り，土砂災害監視等のシステムを運用

している。無線中継器の数は600台を超え，世界最大

規模のアドホックネットワーク網注1)を実現している。

また，地域の光ファイバ網を活用し，2015 年には雇用

機会創出のためのテレワーク拠点建設や，2018 年に

は特産品のモモ，ブドウの霜害対策として，LPWA無

線基地局（親局）を1カ所，気象観測装置（子局）を

10カ所設置し，子局から送信される気温等のデータ

を分析し，2時間後に起こるであろう，着霜の予測シ

ステムを開発した。2019年 3 月から 5 月にかけて 6

回の着霜を予測し，対策を講じ効果を発現している。

3. 長野県伊那市

イノシシやシカなどの野生動物による農作物被害に

悩まされている伊那市では，これまで捕獲の有無を問

わず，仕掛けた罠を猟友会が毎日見回りをしていた。

近年，猟友会員の高齢化や兼業が進む中，見回り作業

の効率化が求められていたことから，市や光ファイバ

網を所有する地元の有線放送電話事業者が中心とな

り，LPWA（システム：LoRaWAN）の活用をテーマ

としたハッカソン（短期間に集中的にソフト開発を行

うイベント）を開催し，動物の捕獲情報を LPWAと

光ファイバを使ってメールや LINEで猟友会員に知

らせる仕組みを地域で考案した（図-4，写真-3）。

LPWAの実証試験では，電波の最大到達距離9 kmを

記録した。この仕組みを現地導入することによって，

毎日の見回り労力が軽減されるとともに罠の数を増や

すことができ，さらに端末のくくり罠のセンサ部分を

商品化する取組みも行われている。

VI. 令和 2年度からの取組み

未来投資会議（2019年6月 5日)8)で示された，農林

水産業全体にわたる改革とスマート農林水産業の実現

に向けた行程に沿って，令和 2 年度から新規調査事業

「土地改良施設情報基盤整備推進調査」を行う。基幹

水利施設の操作・監視の省力化や，用排水管理の適正

化等を目的に，無線局を設置し，情報通信基盤の整備

・管理について検証するととともに，「スマート農業

加速化実証プロジェクト」（農林水産省）と連携して行

う「地域課題解決型ローカル 5G等の実現に向けた開

発実証」（総務省）で得られる知見なども活用して，総

務省と連携しながら農業・農村で今後必要となる情報

通信基盤の技術的・経済的な整備手法および効率的な

運営管理手法等を検討することとしている。

VII. お わ り に

Society 5.0 で実現する社会は，IoT で人とモノが

つながり，さまざまな知識や情報が共有され，今まで

にない新たな価値を生み出すことで，さまざまな課題

や困難を克服するとされている。これからの農業農村

振興では，ICT 等の先端技術を積極的に活用し，「つ
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図-3 岩見沢市における地域BWA基地局の整備状況

写真-1 遠隔監視による農業機械の無人走行の実証

写真-2 振動センサを利用した橋梁の劣化状況把握

注 1） ほかの端末を中継しながら多数の端末同士を基地局の介在なしに

接続し，通信エリアを拡大するシステム



なぐ・つながる」技術で，今まで地方のハンディと思

われた地理的条件などの課題を克服し，新たな価値創

造につなげることが期待される。

農業・農村の分野で先進的に ICT を導入している

自治体は，ICTを教育，防犯，防災など多用途に利用

し，また，ICTに詳しい職員の育成や，電気通信事業

者との協力協定の締結（民間職員の自治体受入れな

ど），大学等の研究機関と連携した実証事業を行って

いる。今後，農業・農村におけるSociety 5.0 の実現

に向けては，地域の創意工夫や ICT分野の人材育成

が必要と考えている。

農村において広く ICT を利活用できる情報ネット

ワーク環境を構築するためにも，「土地改良施設情報

基盤整備推進調査」における実証等を通じ，ICT活用

の構想から無線局等の情報通信基盤の整備・管理に至

るまでを取りまとめ，農村地域が地域ごとの課題に応

じた選択ができるよう支援していくこととしている。
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図-4 ICT を利用したくくり罠（情報の流れ）

写真-3 ICT を利用したくくり罠（現地の状況）


